
一般社団法人クリーンオーシャンプロジェクト定款 

 

第１章 総 則 

 

（名称) 

第１条 当法人は、一般社団法人クリーンオーシャンプロジェクトと称する。 

 

（主たる事務所) 

第２条 当法人は、主たる事務所を東京都港区海岸一丁目２番３号汐留芝離宮ビルディング

２１階に置く。 

 

 （目的） 

第３条 当法人は、海の豊かさを次世代に残すために、持続的な海洋保全と環境問題解決の

具体的な実効性のある手段を見出し、サーキュラーエコノミーの追求を目的とし、

その目的に資するため、次の事業を行う。 

① 漂着するプラスチックと企業で排出されるプラスチックを発生元で有効利用する循環

型事業の推進 

② 自然界に人工のゴミが流出することがない持続可能な社会を実現する為の啓蒙活動 

③ 自然界に流出してしまった人工のゴミの回収・資源化の体験と学習の場の創出 

④ 回収された廃プラスチックの再資源化（有効活用・製品化）とその再利用へのサポート 

⑤ 自治体・企業・教育機関・環境団体・ボランティア団体などの多様なステークホルダー

を有機的に結びつける事業 

⑥ 事業推進のための企画立案と基金調達のためのプラットフォーム作成と環境プロジェ

クトの発信 

⑦ 海洋保全と環境保護に関わる技術を生かした提案や新技術やアイディアを活用した総

合的なプロデュース 

⑧ 前各号に関する調査・分析・研究及び環境政策等の情報提供を行う事業 

⑨ その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 

 

（公告の方法） 

第４条 当法人の公告は、当法人の主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法に 

より行う。 

 

（機 関） 

第５条 当法人は、当法人の機関として社員総会及び理事以外に理事会及び監事を置く。 

 



第２章 会 員・社 員 

 

（入社) 

第 6 条 当法人の目的に賛同し、入社した者を会員とする。 

  ２ 当法人の会員は正会員、賛助会員、推薦会員で構成され、正会員をもって、一般社

団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」という。）上の社員とす

る。 

 (1) 正会員とは、海洋保全と環境問題解決に向け、自社の技術やノウハウの活用と多

様なステークホルダーを有機的に結び付け、主体的に事業遂行のリーダーシップ

を発揮する企業・団体。 

 (2) 賛助会員とは、海洋保全と環境問題解決に向け、自社の技術やノウハウの活用と

多様なステークホルダーを有機的に結び付けることに協力し、本事業推進をサポ

ートする企業・団体。 

 (3) 推薦会員とは、正会員から推薦を受ける特定の知識や経験を持つ学術研究者、自

治体関係者、NPO 関係者などであり、本事業推進のために協力し助言する。 

  ３ 正会員となるには、当法人所定の様式による申込みをし、正会員の 2 名から推薦   

され、理事メンバーから 3 名承認を得ることとする。 

  ４ 賛助会員は、正会員からの推薦と当法人所定の様式による申込みをして、理事メン 

バーから 2 名承認を得ることとする。 

  ５ 推薦会員は、理事メンバー2 名以上の推薦要望及び当法人所定の様式による申込み 

と理事メンバーから 2 名承諾を得ることとする。 

 

（経費等の負担） 

第 7 条 会員は、当法人の目的を達成するため、それに必要な経費を支払う義務を負う。 

  ２ 会員は、社員総会において別に定める入会金及び会費を別途定める指定先に期日通

りに納入しなければならない。 

  ３ 入会金 30,000 円 

  ４ 会費は、正会員 1 万円/月、賛助会員 5 千円/月、推薦会員は不要。 

  ５ 入会金及び会費はいかなる理由があっても返金しない。 

 

（退社) 

第 8 条 会員は、いつでも退社することができる。ただし、１か月以上前に当法人に対して

予告をするものとする。 

 

（除名） 

第 9 条 当法人の会員が、当法人の名誉を毀損し、若しくは当法人の目的に反する行為をし、



又は会員としての義務に違反するなど除名すべき正当な事由があるときは、一般法

人法第４９条第２項に定める社員総会の決議によりその会員を除名することがで

きる。 

 

（会員の資格喪失） 

第１０条 会員が次の各号のいずれかに該当する場合には、その資格を喪失する。 

   (1) 退社したとき。 

   (2) 死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は解散したとき。 

   (3) 半年以上会費を滞納したとき。 

   (4) 除名されたとき。 

   (5) 総社員（＝総正会員）の同意があったとき。 

 

（会員名簿） 

第１１条 当法人は、会員の氏名及び住所を記載した会員名簿を作成し、当法人の主たる事

務所に備え置くものとする。 

   ２ 当法人の会員に対する通知又は催告は、会員名簿に記載した住所又は社員が当法

人に通知した居所にあてて行うものとする。 

 

第３章 社員総会 

 

（開催） 

第１２条 定時社員総会は、毎年 11 月に開催し、臨時社員総会は、必要がある場合に開催す

る。 

 

（招集） 

第１３条 社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除くほか、理事会の決議に基づき代

表理事が招集する。代表理事に事故若しくは支障があるときは、専務理事がこれを

招集する。 

   ２ 社員総会の招集通知は、会日より 1 週間前までに社員に対して発する。 

 

（決議の方法) 

第１４条 社員総会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、総社員の議決権の過半

数を有する社員が出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う。 

 

（議決権） 

第１５条 社員は、各１個の議決権を有する。 



（議⾧） 

第１６条 社員総会の議⾧は、代表理事がこれに当たる。代表理事に事故があるときは、当

該社員総会において議⾧を選出する。 

 

（社員総会の決議の省略） 

第１７条 社員総会の決議の目的たる事項について、理事又は社員から提案があった場合に

おいて、その提案に社員の全員が書面によって同意の意思表示をしたときは、そ

の提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第１８条 社員総会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成し、議⾧及

び出席した理事がこれに署名又は記名押印する。 

 

第４章 理事、監事及び代表理事 

 

（理事の員数） 

第１９条 当法人の理事の員数は、３名以上８名以内とする。 

 

（理事の資格） 

第２０条 当法人の理事は、当法人の社員の中から選任する。 

   ２ 前項の規定にかかわらず、総社員の議決権の過半数をもって、社員以外の者から

選任することを妨げない。 

 

（監事の員数） 

第２１条 当法人の監事の員数は、１名以上とする。 

 

（理事及び監事の選任の方法） 

第２２条 当法人の理事及び監事の選任は、社員総会において総社員の議決権の過半数を有

する社員が出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う。 

 

（代表理事及び専務理事） 

第２３条 当法人に代表理事１名、専務理事１名を置き、理事会において理事の過半数をも

って選定する。 

   ２ 代表理事は、当法人を代表し、その業務を統括する。 

   ３ 専務理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故があるときはその職務を代行し、

代表理事が欠けたときはその職務を行う。 



（理事及び監事の任期） 

第２４条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時社員総会の終結の時までとする。 

   ２ 監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時社員総会の終結の時までとする。 

   ３ 任期満了前に退任した理事又は監事の補欠として選任された者の任期は、前任者

の任期の残存期間と同一とする。 

   ４ 増員により選任された理事の任期は、他の在任理事の任期の残存期間と同一とす

る。 

 

（監事の職務及び権限）  

第２５条 監事は、理事の職務執行並びに当法人の業務、財産及び会計の状況を監査する。 

 

（報酬等） 

第２６条 理事及び監事の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人から受け取る財

産上の利益は、社員総会の決議によって定める。 

 

第５章 理事会 

 

（招 集） 

第２７条 理事会は、代表理事がこれを招集し、会日の１週間前までに各理事及び各監事

に対して招集の通知を発するものとする。ただし、緊急の場合にはこれを短縮す

ることができる。 

   ２ 代表理事に事故若しくは支障があるときは、専務理事がこれを招集する。 

 

（招集手続の省略） 

第２８条 理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集手続を経ずに開催す

ることができる。 

 

（議 ⾧） 

第２９条 理事会の議⾧は、代表理事がこれに当たる。ただし、代表理事に事故若しくは

支障があるときは、専務理事がこれに代わるものとする。 

 

（理事会の決議） 

第３０条 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その過半

数をもって行う。 



（理事会の決議の省略） 

第３１条 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該

提案につき議決に加わることができる理事の全員が書面により同意の意思表示を

したとき（監事が当該提案に異議を述べた場合を除く。）は、当該提案を可決す

る旨の理事会の決議があったものとみなす。 

 

（職務の執行状況の報告） 

第３２条 代表理事及び専務理事は、毎事業年度に４ヵ月を超える間隔で２回以上、自己

の職務の執行の状況を理事会に報告するものとする。 

 

（理事会議事録） 

第３３条 理事会の議事については、法令に定める事項を記載した議事録を作成し、出席

した代表理事及び監事がこれに署名又は記名押印し、１０年間主たる事務所に備

え置くものとする。 

 

第６章 基 金 

 

（基金の拠出等） 

第３４条 当法人は、基金を引き受ける者の募集をすることができる。 

   ２ 拠出された基金は、当法人が解散するまで返還しない。 

   ３ 基金の返還の手続については、基金の返還を行う場所及び方法その他の必要な事

項を清算人において別に定めるものとする。 

 

第７章 計 算 

 

（事業年度） 

第３５条 当法人の事業年度は、毎年 10 月 1 日から翌年 9 月 30 日までの年１期とする。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第３６条 当法人の事業計画及び収支予算については、毎事業年度開始日の前日までに代表

理事が作成し、直近の社員総会において承認を受けるものとする。これを変更する

場合も、同様とする。 

 

（計算書類等の定時社員総会への提出等） 

第３７条 代表理事は、毎事業年度、一般法人法第１２４条第１項の監査を受け、かつ同条

第３項の理事会の承認を受けた計算書類（貸借対照表及び損益計算書）及び事業報



告書を定時社員総会に提出しなければならない。 

   ２ 前項の場合、計算書類については社員総会の承認を受け、事業報告書については

理事がその内容を定時社員総会に報告しなければならない。 

 

（計算書類等の備置き） 

第３８条 当法人は、各事業年度に係る貸借対照表、損益計算書及び事業報告書並びにこれ

らの附属明細書（監事の監査報告書を含む。）を、定時社員総会の日の２週間前の

日から５年間、主たる事務所に備え置くものとする。 

 

（剰余金の不分配） 

第３９条 当法人は、剰余金の分配は行わない。 

 
（残余財産の帰属） 

第４０条 当法人が清算をする場合において有する残余財産は社員総会の決議を経て、公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条１７号に掲げる法人又は

国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

第８章 附 則 

 

（最初の事業年度) 

第４１条 当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から令和６年９月３０日までとする。 

 

（設立時の役員） 

第４２条 当法人の設立時理事、設立時監事及び設立時代表理事は、次のとおりとする。 

     設立時理事 相馬 嵩央 

    設立時理事 中村 洋太郎 

    設立時理事 髙橋 完 

    設立時監事 大嶋 武 

    設立時代表理事 札幌市中央区北４条西十五丁目１番地１５ 

            グランファーレ知事公館レジデンス５０２号 

            相馬 嵩央 

 

（設立時社員の氏名又は名称及び住所） 

第４３条 設立時社員の氏名又は名称及び住所は、次のとおりである。 

    住 所 北海道札幌市北区北十条西一丁目１０番地１ 

    設立時社員 株式会社エルコム 



    住 所 神奈川県川崎市高津区坂戸三丁目２番１号 

    設立時社員 一般社団法人オーシャン太郎 

    住 所 三重県伊勢市御薗町新開８０番地大西ビル３０１号 

    設立時社員 株式会社アイエスイー 

    住 所 東京都千代田区神田佐久間町四丁目１４番地 

    設立時社員 サステナブルクリエイト株式会社 

 

（法令の準拠） 

第４４条 本定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。 

 

 以上、一般社団法人クリーンオーシャンプロジェクトを設立のため、設立時社員 株式会

社エルコム外３名の定款作成代理人である司法書士 石神幸一郎は、電磁的記録である本

定款を作成し、電子署名する。 

 

   令和５年１０月１９日 

 

     設立時社員  北海道札幌市北区北十条西一丁目１０番地１ 

            株式会社エルコム 

     設立時社員  神奈川県川崎市高津区坂戸三丁目２番１号 

            一般社団法人オーシャン太郎 

     設立時社員  三重県伊勢市御薗町新開８０番地大西ビル３０１号 

            株式会社アイエスイー 

     設立時社員  東京都千代田区神田佐久間町四丁目１４番地 

            サステナブルクリエイト株式会社 

 

      上記設立時社員４名の定款作成代理人 

        東京都中央区日本橋三丁目８番３号 

        司法書士 石神 幸一郎 

 


